
令和８年度 全国労働衛生週間スローガン
「ひとりひとりが貴重な人材 心も体も健やかに みんな生き生き健康職場」

岐阜労働局長メッセージ
～ 令和８年度 全国労働衛生週間を迎えるにあたって ～

全国労働衛生週間は、昭和 25 年の第１回実施以来、今年で第 77 回を迎え、国民の労働衛
生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動を通じた労働者の健康確
保に大きな役割を果たしてきました。労働者の健康をめぐっては、働く女性の健康問題への対
応、メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場
環境づくりの推進が重要となっています。
政府においては、「攻めの予防医療」の推進のため、疾病の早期発見・早期治療の取組を進

めるための検討も行われています。
また、化学物質による健康障害防止については、国が定めた物質全てを対象に事業者がリス

クアセスメントを実施し、その結果に基づき、ばく露防止措置を適切に実施するなど、引き続
き自律的管理の定着・推進に向けた取組が必要です。
このような状況の中で岐阜局版「第 14 次労働災害防止推進計画」に基づき、「自発的に安

全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に
起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推進」、「化学物質等による
健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策を進めています。
加えて、労働施策総合推進法及び令和８年２月に告示された「治療と就業の両立支援指針」

により、同年４月から治療と仕事の両立支援が努力義務とされ、令和10年４月１日からは労働
者数50人未満の小規模事業場に対するストレスチェックの実施が義務化されることから、その
周知啓発に向けた取組を進めています。
さらに、職場における熱中症による死傷者数が全国で令和３年以降、毎年増加している状況

を踏まえ、重篤化を防止するため、早期に見つける体制整備、手順作成及び関係者への周知を
確実に実施するとともに、令和８年３月に策定された「職場における熱中症防止のためのガイ
ドライン」に基づき、WBGT値の把握・評価を行い、熱中症リスクに応じた実効性のある対策
を講じることが必要です。
各事業場におかれましては、全国労働衛生週間を機に、日頃の労働衛生管理が適切に行われ

ているか改めて確認いただくとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図っていた
だきますようお願いします。

令和８年８月 岐阜労働局長 原田 浩一

令和８年度全国労働衛生週間
本週間10月１日～７日 （準備期間９／１～30）



① 事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視
② 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示
③ 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰
④ 有害物の漏えいによる事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の災害を想定した実地訓練等の
実施

⑤ 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意
識高揚のための行事等の実施

① 重点事項
ア 「事業場における労働者の健康保持増進の指針」等を踏まえた労働者の健康の保持増進
イ 女性の健康課題の理解促進
ウ 労働施策総合推進法及び「治療と就業の両立支援指針」に基づく治療と就業の両立支援対策
の推進

エ 「労働者の心の健康の保持増進のための指針」等に基づくメンタルヘルス対策の推進
オ 過重労働による健康障害防止のための総合対策の推進
カ 「職場における熱中症防止のためのガイドライン」等に基づく熱中症予防対策の推進
キ 小規模事業場における産業保健活動の充実
ク 個人事業者等の安全衛生の確保
ケ 化学物質による健康障害防止対策
コ 石綿による健康障害防止対策

② 労働衛生３管理の推進等
ア 労働衛生管理体制の確立とリスクアセスメントを含む労働安全衛生マネジメントシステムの
確立をはじめとした労働衛生管理活動の活性化

イ 作業環境管理の推進
ウ 作業管理の推進
エ 「職場の健康診断実施強化月間」（９月１日～９月30日）を契機とした健康管理の推進
オ 労働衛生教育の推進

③ 作業内容や働き方、作業の特性に応じた事項
ア 転倒・腰痛災害の予防
イ 「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」に基づく労働者の作業環
境、健康確保等の推進

ウ 「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン」に基づく情報機器作業におけ
る労働衛生管理対策の推進

エ 「副業・兼業の促進に関するガイドライン」に基づく副業・兼業を行う労働者の健康確保対
策の推進

オ 快適職場指針に基づく快適な職場環境の形成の推進
カ 粉じん障害防止対策の徹底
キ 電離放射線障害防止対策の徹底
ク 「騒音障害防止のためのガイドライン」に基づく騒音障害防止対策の徹底
ケ 「振動障害総合対策要綱」に基づく振動障害防止対策の徹底
コ 「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」に基づく受動喫煙防止対策
サ 酸素欠乏症等の防止対策の推進
シ 建設業、食料品製造業等における一酸化炭素中毒防止のための換気等
ス 放射線業務における労働衛生対策

準備期間（９／１～30）に実施する事項

本週間（10／１～７）に実施する事項


